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(単位：円）

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（１）経常収益

基本財産運用益 5,700,000 5,711,200 11,200

基本財産受取利息 5,700,000 5,711,200 11,200

特定資産運用益 35,000,000 35,275,524 275,524

特定資産受取利息 35,000,000 35,275,524 275,524

受取会費 174,800,000 179,500,000 4,700,000

賛助会員受取会費 174,800,000 179,500,000 4,700,000

事業収益 519,100,000 544,258,835 25,158,835

調査研究事業収益 126,100,000 156,680,406 30,580,406

情報提供事業収益 25,600,000 30,753,894 5,153,894

講習等事業収益 247,400,000 244,610,135 △ 2,789,865

展示会事業収益 120,000,000 112,214,400 △ 7,785,600

雑収益 200,000 63,919 △ 136,081

受取利息 100,000 9,464 △ 90,536

雑収益 100,000 54,455 △ 45,545

経常収益計 734,800,000 764,809,478 30,009,478

（２）経常費用

事業費 696,200,000 689,335,821 △ 6,864,179

調査研究事業費 247,000,000 236,980,644 △ 10,019,356

情報提供事業費 42,600,000 51,997,767 9,397,767

講習等事業費 250,600,000 251,838,579 1,238,579

展示会事業費 127,100,000 118,745,887 △ 8,354,113

協力・支援事業費 28,900,000 29,772,944 872,944

管理費 54,100,000 51,738,219 △ 2,361,781

経常費用計 750,300,000 741,074,040 △ 9,225,960

評価損益等調整前当期経常増減額 △ 15,500,000 23,735,438 39,235,438

基本財産評価損益等 0 0 0

特定資産評価損益等 0 0 0

投資有価証券評価損益等 0 0 0

評価損益等計 0 0 0

当期経常増減額 △ 15,500,000 23,735,438 39,235,438

２．経常外増減の部

（１）経常外収益

経常外収益計 0 151,350,000 151,350,000

事務所原状回復費用引当金戻入 151,350,000

（２）経常外費用

経常外費用計 0 4,277,558 4,277,558

固定資産除却損 0 4,277,558 4,277,558

当期経常外増減額 0 147,072,442 0

他会計振替額 0 0 0

税引前一般正味財産増減額 △ 15,500,000 170,807,880 186,307,880

法人税、住民税及び事業税 9,300,000 2,711,800 △ 6,588,200

当期一般正味財産増減額 △ 24,800,000 168,096,080 192,896,080

一般正味財産期首残高 2,947,925,889 2,947,925,889 0

一般正味財産期末残高 2,923,125,889 3,116,021,969 192,896,080

Ⅱ　指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額 0 0 0

指定正味財産期首残高 146,830,000 146,830,000 0

指定正味財産期末残高 146,830,000 146,830,000 0

Ⅲ　正味財産期末残高 3,069,955,889 3,262,851,969 192,896,080

１．正味財産増減計算書(予算対比)
令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで

科     目 予   算（Ａ） 通  期（Ｂ） 差  額 (Ｂ)－(Ａ)
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負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 3,512,337,918 3,429,079,708 83,258,210

（ う ち 特 定 資  産  へ の 充 当 額 ） △ 2,335,252,340 △ 2,469,239,824 133,987,484
正   味   財   産   合   計 3,262,851,969 3,094,755,889 168,096,080

  ２．一 般 正 味 財 産 3,116,021,969 2,947,925,889 168,096,080
（ う ち 基 本 財  産  へ の 充 当 額 ） △ 195,000,000 △ 195,000,000 0

（ う ち 基 本 財  産  へ の 充 当 額 ） △ 140,200,000 △ 140,200,000 0
（ う ち 特 定 資  産  へ の 充 当 額 ） △ 6,630,000 △ 6,630,000 0

寄 付 金 146,830,000 146,830,000 0
指　定　正　味　財　産　合　計 146,830,000 146,830,000 0

Ⅲ　正 味 財 産 の 部
  １．指 定 正 味 財 産

固   定   負   債   合   計 48,877,832 215,224,290 △ 166,346,458
負 債 合 計 249,485,949 334,323,819 △ 84,837,870

退    職    給     付     引    当    金 39,644,474 47,516,482 △ 7,872,008
役　 員   退    職   慰　 労   引   当  金 9,233,358 7,707,808 1,525,550
事  務  所 原 状  回 復 費 用 引  当  金 0 160,000,000 △ 160,000,000

  ２．固 定 負 債

預 り 金 1,283,403 1,205,753 77,650
流   動   負   債   合   計 200,608,117 119,099,529 81,508,588

賞 与 引 当 金 15,000,000 15,000,000 0
前 受 金 7,670,720 7,926,410 △ 255,690

未     払 法 人 税     等 2,711,800 3,590,000 △ 878,200
未     払 消 費 税     等 0 895,600 △ 895,600

Ⅱ　負 債 の 部
  １．流 動 負 債

未 払 金 173,942,194 90,481,766 83,460,428

そ の 他 固 定 資 産 合 計 187,187,273 78,077,140 109,110,133
固   定   資   産   合   計 2,913,147,445 2,944,371,254 △ 31,223,809
資      産 合 計 3,512,337,918 3,429,079,708 83,258,210

電 話 加 入 権 1,923,400 1,923,400 0
敷 金 64,565,820 14,575,860 49,989,960

ソ フ ト ウ ェ     ア 39,405,572 56,825,652 △ 17,420,080
減    価    償     却     累    計    額 △ 2,470,460 △ 44,081,002 41,610,542

建      物      附     属 設     備 52,646,182 20,798,906 31,847,276
器 具 備 品 31,116,759 28,034,324 3,082,435

(3) そ の 他 固 定 資 産
特   定   資   産   合   計 2,390,760,172 2,531,094,114 △ 140,333,942

退   職   給    付    引    当   資   産 39,644,474 47,516,482 △ 7,872,008
役　 員　 退　職　慰　労　引　当　資　産 9,233,358 7,707,808 1,525,550

調   査   研   究   事     業    基   金 1,180,000,000 1,180,000,000 0
情   報   提   供   事     業    基   金 750,000,000 750,000,000 0

58,252,340
防 災 ･ 安 全 ･ 救 命  事   業   基   金 150,000,000
防 災 ･ 安 全 ･ 救 命 事 業 準 備  資 金  

0

150,000,000
82,239,824

160,000,000

0
△ 23,987,484

△ 160,000,000

展    示   会   事     業     基 金 50,000,000 0 50,000,000

事 務 所  原 状 回 復 費 用  引 当 資 産

海  外   留   学   生   援   助   基  金 100,000,000 100,000,000 0
研   究   論    文    奨    励   基   金 50,000,000 50,000,000 0

土 地 1,380,000 1,380,000 0
器 　 具　　 　　 備　 品 2,250,000 2,250,000 0

基   本   財   産   合   計 335,200,000 335,200,000 0
(2) 特 定 資 産

(1) 基 本 財 産
投     資 有 価 証     券 335,200,000 335,200,000 0

9,413,472 △ 817,756

立 替 金

  ２．固 定 資 産
流   動   資   産   合   計 599,190,473 484,708,454 114,482,019

前 払 費 用 4,751,539 4,184,426 567,113

未 収 入 金 61,377,301 63,098,393 △ 1,721,092
仕 掛 品 873,014 873,014 0

3,012,30003,012,300未     収 消 費 税     等
34,401 19,539 14,862

  １．流 動 資 産
現 金 預 金

３．貸  借  対  照  表  
令和６年３月３１日現在

（単位：円）

科 目 当  年  度 前  年  度 増  減

Ⅰ　資 産 の 部

520,546,202 407,119,610 113,426,592
出 版 物 8,595,716
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１．基本財産及び特定資産の明細
(単位：円)

区分 資産の種類 期首帳簿価額 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産  投資有価証券(利付国債112回債) 235,200,000 0 0 235,200,000

 投資有価証券(東京地下鉄㈱社債) 100,000,000 0 0 100,000,000

基本財産合計 335,200,000 0 0 335,200,000

特定資産   土　            　　地 1,380,000 0 0 1,380,000

  器    具    備    品 2,250,000 0 0 2,250,000

　海外留学生援助基金 100,000,000 0 0 100,000,000

    投資有価証券(利付国債11回債) 30,000,000 0 0 30,000,000

    投資有価証券(利付国債12回債) 20,000,000 0 0 20,000,000

    投資有価証券(高速道路機構債153回債) 50,000,000 0 0 50,000,000

　研究論文奨励基金 50,000,000 0 0 50,000,000

    投資有価証券(利付国債12回債) 50,000,000 0 0 50,000,000

　退職給付引当資産 47,516,482 2,984,875 10,856,883 39,644,474

    定期預金(みずほ銀行・本店) 47,516,482 2,984,875 10,856,883 39,644,474

　役員退職慰労引当資産 7,707,808 1,525,550 0 9,233,358

    定期預金(みずほ銀行・本店) 7,707,808 1,525,550 0 9,233,358

 調査研究事業基金 1,180,000,000 0 0 1,180,000,000

    投資有価証券(利付国債12回債) 260,000,000 0 0 260,000,000

    投資有価証券(利付国債7回債) 150,000,000 0 0 150,000,000

    投資有価証券(高速道路機構債153回債) 450,000,000 0 0 450,000,000

    定期預金(みずほ銀行・本店) 320,000,000 0 0 320,000,000

 情報提供事業基金 750,000,000 0 0 750,000,000

    投資有価証券(利付国債7回債) 150,000,000 0 0 150,000,000

    投資有価証券(利付国債12回債) 600,000,000 0 0 600,000,000

 展示会事業基金 0 50,000,000 0 50,000,000

    定期預金(みずほ銀行・本店) 0 50,000,000 0 50,000,000

 防災･安全･救命事業基金 150,000,000 0 0 150,000,000

    定期預金(みずほ銀行・本店) 150,000,000 0 0 150,000,000

 防災･安全･救命事業準備資金 82,239,824 0 23,987,484 58,252,340

    普通預金(みずほ銀行・本店) 82,239,824 0 23,987,484 58,252,340

　事務所原状回復費用引当資産 160,000,000 0 160,000,000 0

    普通預金(みずほ銀行・本店) 160,000,000 0 160,000,000 0

特定資産合計 2,531,094,114 4,510,425 194,844,367 2,390,760,172

２．引当金の明細

賞与引当金
(単位：円)

目的使用 その他

賞与引当金 15,000,000 15,000,000 15,000,000 0 15,000,000

役員退職慰労引当金
(単位：円)

目的使用 その他

役員退職慰労引当金 7,707,808 1,525,550 0 0 9,233,358

退職給付引当金
(単位：円)

目的使用 その他

退職給付引当金 47,516,482 2,984,875 10,856,883 0 39,644,474

事務所原状回復費用引当金
(単位：円)

目的使用 その他
事務所原状回復費用引当金 160,000,000 0 160,000,000 0 0

科　目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高

貸借対照表附属明細書

科　目 期首残高 当期増加額 期末残高
当期減少額

科　目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高

科　目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
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（1）棚卸資産の評価基準および評価方法

出版物は、総平均法による原価法によっている。

（2）固定資産の減価償却の方法

定額法による減価償却を実施している。

（3）引当金の計上基準

①賞与引当金の計上基準････職員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度負担額を計上している。

②退職給付引当金の計上基準・・・・職員に対する退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当期末にお
　　　いて発生していると認められる額を計上している。なお、退職給付債務は期末要支給額に基
　　　づいて計算している。

③役員退職慰労引当金の計上基準・・・役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上している。

④事務所原状回復費用引当金の計上基準・・・事務所の移転に伴う原状回復に備えるため､支給見込額を計上している。

（4）リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る

 方法に準じた会計処理によっている。

（5）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜き方式によっている。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
(単位：円)

科　　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産
　　投資有価証券 335,200,000 0 0 335,200,000

基本財産合計 335,200,000 0 0 335,200,000
特定資産
  土　            　　地 1,380,000 0 0 1,380,000
  器    具    備    品 2,250,000 0 0 2,250,000
　海外留学生援助基金 100,000,000 0 0 100,000,000
　研究論文奨励基金 50,000,000 0 0 50,000,000
　退職給付引当資産 47,516,482 2,984,875 10,856,883 39,644,474
　役員退職慰労引当資産 7,707,808 1,525,550 0 9,233,358
  調査研究事業基金 1,180,000,000 0 0 1,180,000,000
  情報提供事業基金 750,000,000 0 0 750,000,000
  展示会事業基金 0 50,000,000 50,000,000
  防災･安全･救命事業基金 150,000,000 0 0 150,000,000
  防災･安全･救命事業準備資金 82,239,824 0 23,987,484 58,252,340
  事務所原状回復費用引当資産 160,000,000 0 160,000,000 0

特定資産合計 2,530,209,789 54,510,425 194,844,367 2,390,760,172
合　　　計 2,865,409,789 54,510,425 194,844,367 2,725,960,172

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

   基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 (単位：円)

科　　　　目 当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）
（うち一般正味財産

からの充当額）
（うち負債に対応する

額）

基本財産
　　投資有価証券 335,200,000 (140,200,000) (195,000,000) (0)

小　　計 335,200,000 (140,200,000) (195,000,000) (0)
特定資産
  土　            　　地 1,380,000 (1,380,000) (0) (0)
  器    具    備    品 2,250,000 (2,250,000) (0) (0)
　海外留学生援助基金 100,000,000 (0) (100,000,000) (0)
　研究論文奨励基金 50,000,000 (3,000,000) (47,000,000) (0)
　退職給付引当資産 39,644,474 (0) (0) (39,644,474)
　役員退職慰労引当資産 9,233,358 (0) (0) (9,233,358)
  調査研究事業基金 1,180,000,000 (0) (1,180,000,000) (0)
  情報提供事業基金 750,000,000 (0) (750,000,000) (0)
  展示会事業基金 50,000,000 (0) (50,000,000) (0)
  防災･安全･救命事業基金 150,000,000 (0) (150,000,000) (0)
  防災･安全･救命事業準備資金 58,252,340 (0) (58,252,340) (0)

小　　計 2,390,760,172 (6,630,000) (2,335,252,340) (48,877,832)
合　　計 2,725,960,172 (146,830,000) (2,530,252,340) (48,877,832)

　　財務諸表に対する注記

１．重要な会計方針
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４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

   固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科　　　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

 建物附属設備 52,646,182 597,699 52,048,483
 器具備品(特定資産) 2,250,000 0 2,250,000
 器具備品(その他固定資産) 31,116,759 1,872,761 29,243,998
ソフトウエア 39,405,572 0 39,405,572

合　　　　計 125,418,513 2,470,460 122,948,053

５．債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

  債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

（単位：円）
科　　　　目 帳簿価額 時価 評価損益

国債 利付国債 112回債(20年) 235,200,000 256,156,320 20,956,320
国債 利付国債  11回債(30年) 30,000,000 32,781,000 2,781,000
国債 利付国債  12回債(30年) 930,000,000 1,050,249,000 120,249,000
国債 利付国債  7回債(40年) 300,000,000 294,420,000 △ 5,580,000
高速道路機構債券 153回債(40年) 500,000,000 503,450,000 3,450,000
東京地下鉄㈱社債37回債 100,000,000 65,260,000 △ 34,740,000

合　　　　計 2,095,200,000 2,202,316,320 107,116,320

６．退職給付関係

（１）採用している退職給付制度の概要
確定給付型の制度として退職一時金制度を設けている。

（2）退職給付債務及びその内訳 (単位：円)

①退職給付債務 △ 39,644,474
②退職給付引当金 △ 39,644,474

（3）退職給付費用に関する事項 (単位：円)

①勤務費用 △ 4,510,425
②退職給付費用 △ 4,510,425

（4）退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
退職給付債務の計算に当たっては、退職一時金制度に基づく期末要支給額を基礎として計算している。

７．ファイナンス・リース取引関係

（１） リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

(単位：円)
器具備品

取得価額相当額 882,000
減価償却累計相当額 205,800
期末残高相当額 676,200

（2）未経過リース料期末残高相当額 (単位：円)

1年以内 1年超 合計

未経過リース料期末残高相当額 176,400 499,800 676,200

（3）当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

(単位：円)
支払リース料 176,400
減価償却費相当額 165,932
支払利息相当額 10,468

（4） 減価償却費相当額の算定方法は、定額法によっている。

（5） 利息相当額の算定方法は、リース料総額とリース資産計上価額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっている。

以　　　上
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（流動資産)
現金 手元保管 運転資金として
預金 普通預金

みずほ銀行･本店 運転資金として
三井住友銀行・東京公務部 運転資金として
三菱東京UFJ銀行・本店 運転資金として
りそな銀行・赤坂支店 運転資金として
ゆうちょ銀行振替口座 運転資金として
定期預金

＜現金・預金計＞
仕掛品 ㈱ネクスコ東日本エンジニアリング 収１の業務に使用する経費である。

＜仕掛品計＞
未収消費税等 芝税務署

＜未収消費税等計＞
未収入金 みずほ証券㈱ 公益目的事業に使用する利息である。

㈱ネクスコ東日本エンジニアリング他4件 収益事業等１の受託収入である。
東日本高速道路㈱他計65件 公益目的事業１の雑誌「高速道路と自動車」の購読料・

である｡
＜未収入金計＞

前払費用 森トラスト㈱ 公益目的事業及び収1、管理目的の業務に使用している
事務所の４月分賃借料である。

㈱東京ビックサイト 公益目的事業3の業務に使用する展示会申込金である｡

＜前払費用計＞
立替金 東京労働局 公益目的事業及び収1、管理目的の業務に使用している

職員の労働保険精算である。
＜立替金計＞

出版物 書籍「安全管理の手引き」他 公1・出版事業の在庫である。
6717冊 ＜出版物計＞

(固定資産）
基本財産 投資有価証券 第112回利付国債

東京地下鉄㈱社債37回(40年)
（共用財産）
うち公益目的保有財産50％
うち管理目的の財源として使用する財産50％

＜基本財産計＞

特定資産 土地 銅像(土地） その他
器具備品 銅像 その他
海外留学生援助基金 第11回利付国債（30年) 公益目的保有財産であり、運用益を公益目的事業２の

財源として使用している。
第12回利付国債（30年) 同上
高速道路機構債券153回(40年) 同上

研究論文奨励基金 第12回利付国債（30年) 公益目的保有財産であり、運用益を公益目的事業１の
財源として使用している。

調査研究事業基金 第12回利付国債（30年) 公益目的保有財産であり、運用益を公益目的事業１の
財源として使用している。

第7回利付国債（40年) 同上
高速道路機構債券153回(40年) 同上
みずほ銀行･本店 同上
定期預金

情報提供事業基金 第7回利付国債（40年) 公益目的保有財産であり、運用益を公益目的事業１の
財源として使用している。

第12回利付国債（30年) 同上

防災･安全･救命事業基金 みずほ銀行･本店 公益目的保有財産であり、運用益を公益目的事業４の
定期預金 財源として使用している。

展示会事業基金 みずほ銀行･本店 公益目的保有財産であり、運用益を公益目的事業3の
定期預金 財源として使用している。

防災･安全･救命事業準備資金 みずほ銀行･本店 【特定費用準備資金】  使途が指定されている財産であり、
普通預金 公益目的事業４の財源として使用している。

退職給付引当資産 定期預金 ＜役員退職慰労引当資産＞
みずほ銀行･本店 役員退職慰労引当見合の引当資産として管理している。

＜退職給付引当資産＞
職員退職慰労引当見合の引当資産として管理している。

＜特定資産計＞

その他の固 建物附属設備 間仕切り工事他 管理運営の用に供している。
定資産

器具備品 可動式キャビネット他 管理運営の用に供している。
ソフトウェア PCA公益法人会計ソフト他 管理運営の用に供している。
電話加入権 03-6436-2100他計26回線 （共用資産）

うち公益目的保有財産77％
うち収益目的の財源として使用する財産7％
うち管理目的の財源として使用する財産16％

敷金 ㈱シンクＩＤ＆Ｃ （共用資産）
（南麻布OJビル） うち公益目的保有財産77％
森トラスト㈱ うち収益目的の財源として使用する財産7％
（虎ノ門2丁目タワー） うち管理目的の財源として使用する財産16％

＜その他固定資産計＞

5,993,418
52,744,600

４．財　　産　　目　　録
令和６年３月３１日現在

（単位：円）
貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等 金 額

3,012,300
3,012,300

538,194

395,705,831
22,213,213
91,677,313
9,463,775

947,876

520,546,202
873,014

873,014

260,000,000

8,595,716

流動資産計 599,190,473

235,200,000

167,600,000
167,600,000

2,639,283

4,751,539
34,401

34,401
8,595,716

335,200,000

3,482,510

61,377,301
1,269,029

1,380,000
2,250,000
30,000,000

100,000,000
335,200,000

150,000,000

9,233,358

39,644,474

2,390,760,172

52,048,483

29,243,998
39,405,572
1,923,400
1,484,865

50,000,000

20,000,000
50,000,000

600,000,000

450,000,000

58,252,340

150,000,000

150,000,000

138,484
300,051

64,565,820
49,744,833
4,548,759
10,272,228

187,187,273

320,000,000

50,000,000
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固定資産計

うち 公益目的保有財産
うち 引当資産
うち 収益目的の財源として使用する財産
うち 管理目的の財源として使用する財産
うち 公益目的事業４の財源として使用する財産
うち その他

資産合計
（流動負債） 未払金 その他 公益目的事業及び収1、管理目的の業務に使用する

小口費用　41件である。
＜未払金計＞

未払法人税等 芝税務署､東京都港都税
   事務所 ＜未払法人税等計＞

前受金 みずほ証券㈱ 公益目的事業に使用する国債購入に伴う利息である。
である。 ＜前受金計＞

預り金 役職員他 源泉所得税
役職員 地方税（住民税等）

＜預り金計＞
賞与引当金 職員 公益目的事業及び収１･管理目的の業務に

従事する職員の賞与の引当金である。
＜賞与引当金計＞

流動負債計
（固定負債）

役員退職慰労引当金 役員分 ＜役員退職慰労引当金＞
公益目的事業及び収１・管理目的の業務を
執行する役員の退職慰労金の引当金である。

＜役員退職慰労引当金計＞
退職給付引当金 ＜退職給付引当金＞

公益目的事業及び収１・管理目的の業務を
執行する職員の退職給付金の引当金である。

＜退職給付引当金計＞
固定負債計
負債合計
正味財産

（注） 令和5年度期首及び期末の公益目的保有財産額の合計は次のとおりである｡

期  首
期  末

貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等 金 額

2,913,147,445

15,000,000
200,608,117

2,711,800
7,670,720
7,670,720

3,512,337,918

619,803
663,600

1,283,403
15,000,000

173,942,194

173,942,194
2,711,800

3,262,851,969

（単位：円）
2,410,337,429
2,498,829,698

9,233,358

9,233,358
39,644,474

39,644,474
48,877,832
249,485,949

3,630,000

2,498,829,698
48,877,832
4,687,243

298,870,332
58,252,340
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